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1 ――はじめに 

1｜ 高齢化の進展状況 

総務省統計局「国勢調査」によれば、2015年時点の高齢化率は 26.3％と、今や国民の４人に１人が

65 歳以上の高齢者となっている。こうした人口の変化を受けて、世帯としても高齢化は進んでおり、

世帯主 65 歳以上の高齢世帯は 2000 年時点の 1,114 万世帯から 2015 年には 1,881 万世帯へと、この

15年間に 768万世帯増加している（図表- 1）。この間、総世帯数は５年ごとに２～５％程度の増加に

留まっているのに対し、同期間に高齢世帯では一貫して 10％以上、高齢単身世帯では 20％以上、それ

ぞれ増加を続けている。総世帯に占める割合でみても、高齢世帯が占める割合は、2000年の 23.8％か

ら 35.3％へと増加しており、今や３世帯に１世帯が世帯主 65 歳以上の高齢世帯となっている。世帯

単位でみれば、わが国の高齢化は人口でみる以上に進んでいるといえるだろう。 

図表- 1 世帯数・高齢世帯割合の推移 
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2｜ 消費における高齢者の存在感 

このように、人口・世帯数でみても高齢者の存在感が高まるなか、個人消費においても高齢層にお

ける消費の動向への注目が集まっている。実際に、総務省統計局「家計調査」および同「国勢調査」

から二人以上世帯における消費支出の世帯主年齢階層別の構成比について計算してみると、60代以上

が占める割合は2005年時点の35％から2015年には43％と４割を超えるまでに上昇している（図表- 2）。 

図表- 2 消費支出の世帯主年齢階層別構成比の推移 
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図表- 3 就業者比率の推移 
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無職世帯に加え、高齢勤労者世帯も含めてみていく必要があるといえよう。 

本稿では、高齢世帯における近年の消費動向に焦点をあて、世帯員２人以上の勤労者世帯および無

職世帯の１か月あたりの収入および消費支出（いずれも年平均）について、直近５年間の推移を概観

していく。なお、以降の分析にあたっては、特に断りのない限り、総務省統計局「家計調査」を対象

としたオーダーメイド集計を利用して入手したデータを使用する。 

 

2 ――所得・可処分所得の状況 

1｜ 所得の状況（勤め先収入・公的年金給付） 

初めに、勤労者世帯の勤め先収入（物価調整済み、以下同じ）の状況についてみると、65～69歳で

は 2012年の 26.3万円から 2016年には 25.9万円と、若干の変動はあるもののほぼ横ばいとなってい

るのに対し、70歳以上では 26.0万円から 20.8万円と、5.2万円減少している（図表- 4左）。無職世

帯において主要な収入源となる公的年金給付の状況についてみると、無職世帯では 65～69 歳（19.1

万円→17.1 万円）、70 歳以上（20.5 万円→18.3 万円）とそれぞれ２万円程の減少1に留まっているの

に対し、勤労者世帯では 65～69歳（22.0万円→12.8万円）、70歳以上（27.9万円→19.4万円）と、

いずれも大幅に減少している（図表- 4右）。 

図表- 4 勤め先収入と公的年金給付の推移 
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2｜ 可処分所得の状況 

これらの所得から税・社会保険料を控除した可処分所得

についてみると、勤労者世帯では 65～69 歳、70 歳以上と

もに概ね同水準となっており、無職世帯についても同様に

65～69歳と 70歳以上では大きな差異はみられない（図表- 

5）。経年での変化についてみると、勤労者世帯のうち 65～

69歳では若干の増減はあるものの 2012年から 2016年にか

けては１万円程度の差と、概ね横ばいとなっているのに対

し、70歳以上では 39.7万円から 32.1万円と 7.6万円減少

している。一方、無職世帯では 65～69 歳、70 歳以上とも

に概ね横ばい、もしくは微減となっている。 

 

3 ――消費支出・消費性向の状況 

1｜ 勤労者世帯と無職世帯 

消費支出についてみると、70歳以上の無職世帯で低くなっているほか、65～69歳の勤労者世帯では

他の高齢世帯に比べ僅かながら高く、概ね同水準となっている（図表- 6左）。経年での変化について

みると、勤労者世帯では 65～69歳で 30.8万円から 28.0万円（-2.8万円）へ、70歳以上で 30.5万円

から 26.0万円（-4.5万円）へとそれぞれ減少しており、60代に比べ 70歳以上における支出の減少幅

が大きくなっている様がみてとれる。一方、無職世帯では、65～69 歳（27.2 万円→26.2 万円）、70

歳以上（24.4万円→23.1万円）のいずれの年代においても変化は１万円程度とほぼ横ばいとなってい

る。 

これを可処分所得に占める割合である消費性向としてみると、勤労者世帯ではほぼ一貫して７～８

割程度となっているものの、65～69歳では 2016年には 82.8％と 2012年（88.4％）から５ポイント以

上低下している（図表- 6右）。一方、無職世帯では一貫して 100％を超えており、特に 65～69歳では

140～160％と高く、大幅な貯蓄の取り崩しが生じている様がうかがえる。 

図表- 5 可処分所得の推移 

 

図表- 6 消費支出・消費性向の推移 
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2｜ 保有資産の多寡による差異（無職世帯） 

前述のとおり、無職世帯においては恒常的に消費性向が 100％を超えるなど、貯蓄を取り崩して生

活費に充てている。そこで、取り崩しの原資である純貯蓄階級別の状況についてみると、65～69 歳、

70 歳以上のいずれについても、消費支出は総じて高資産層ほど多くなっており、70 歳以上では特に

2000万円以上の層で突出して高くなっている（図表- 7）。経年での変化についてみると、65～69歳、

70歳以上のいずれも貯蓄階級によらず概ね減少傾向にあるものの、65～69歳の 700～1000万円未満層

では、2016年には 2012年対比で４％ほど増加しているほか、65～69歳の 300万円未満層、70歳以上

の 700～1000万円未満層では５年前との対比での減少幅は３％未満とほぼ横ばいとなっている。 

図表- 7 無職世帯の消費支出の推移（純貯蓄階級別） 
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図表- 8 無職世帯の消費支出・消費性向の推移（有価証券保有の有無別） 
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がえた。無職世帯を中心とした高齢層における主要な収入源である公的年金については、引き続き給

付の抑制が進む見込みであることを踏まえれば、今後、物価水準の上昇が見込まれるなかでは、高齢

層の消費はさらに抑制的にならざるを得ず、マクロの個人消費に対しても下押し圧力として働くこと

になろう。 

ただし高齢世帯のなかでも勤労者世帯では年代によらず無職世帯より支出額が多くなっているほか、

無職世帯でも高資産層や有価証券保有層では、低資産層や非保有層に比べより多くの貯蓄を取り崩し

て消費に回していた。これらの結果は、足下で進む高齢層の労働市場への参加や、各種の投資促進に

向けた政策を通じて高齢者の所得・資産の増加を促すことが、高齢層における消費の拡大にも寄与す

る可能性があることを意味している。 

まもなく世帯数もピークを迎え減少に転じることが予測されるなか、国内消費における高齢層の存

在感はさらに高まっていくものと思われる。国内消費の拡大に向けては、これら高齢者の消費意欲を

高めていくための方策が求められているといえよう。 


